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滋賀県歳入歳出決算審査意見書（概要版）

第１ 審査の対象

平成２１年度歳入歳出決算審査の対象は、滋賀県一般会計歳入歳出決算および滋賀県市町振興資金

貸付事業ほか１２の特別会計にかかる歳入歳出決算である。

第２ 審査の方法

審査に当たっては、審査に付された歳入歳出決算書その他の調書について、決算の計数は正確であ

るか、収入支出の事務は関係法規に準拠して適正に処理されているか、予算の執行は、その目的、議

決の趣旨に沿い適正かつ効率的になされているか、財産の取得、管理および処分は適正になされてい

るかなどの諸点に主眼を置き慎重に審査した。

第３ 審査の結果

決算の計数は正確であり、予算の執行および財産の管理については、一部、留意または改善を要す

る事項が見られたほかは適正に処理されているものと認められた。

第４ 審査の意見

１ 平成２１年度決算の概要

(1) 一般会計の決算は、国の経済危機対策事業に伴う、大型補正予算編成により、予算現額

５，６０５億１千７百万円（百万円未満切り捨て。以下文中において同じ。）に対し歳入決算額

５，３６３億１千３百万円（前年度対比５．６％増）、歳出決算額５，３２３億３千６百万円（前

年度対比５．３％増）となり、歳入、歳出ともに２年続けて前年度を上回った。歳入歳出差引額

３９億７千６百万円から翌年度へ繰り越すべき財源２９億５千５百万円を差し引いた実質収支額

は１０億２千万円で、前年度の実質収支額８億９千万円を差し引いた単年度収支額はプラス１億

３千万円となり、２年ぶりのプラスとなった。

(2) 特別会計の決算は、予算現額１，８６０億４千万円に対し歳入決算額が１，８４９億２千７百

万円（前年度対比７．３％減）で、歳出決算額は１，７９８億５千９百万円（前年度対比

７．７％減）となった。歳入歳出差引額５０億６千７百万円から翌年度へ繰り越すべき財源５億

４千４百万円を差し引いた実質収支額は４５億２千２百万円、前年度の実質収支額３５億８千３百

万円を差し引いた単年度収支額は９億３千８百万円のプラスとなった。

(3) 財源調整機能をもつ財政調整基金と県債管理基金の両基金を合わせた平成２１年度末残高は前
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年度末に比べ５４億８千１百万円減少し、７４億２千１百万円となった。また、県債につ

いては、臨時財政対策債の増加および減収補てん債の発行等により、発行額が対前年度比で

２３．２％増加し、その結果平成２１年度末県債残高は９，６３１億２千万円と過去最高となって

いる。

(4) こうした財政状態を普通会計（一般会計と特別会計を合わせた財政統計上の会計）でみると、

財政力の強弱を示す財政力指数は、０．６１７と前年度に比べわずかながら０．００９ポイント上

昇したが、財政構造の弾力性を判断する経常収支比率は、９６．４％と前年度に比べ０．７ポイン

ト悪化した。また、一般財源の総額に占める公債費の割合を示す公債費負担比率は、２０．８％と

前年度に比べ０．４ポイント改善しているものの、これは計算上の分母となる一般財源総額が前年

度より増加した結果によるものであり、県の財政は依然として弾力性に乏しく硬直化した状況であ

る。

２ 行財政運営の健全化に向けて

本県財政はこれまで以上に深刻な財政状況に直面しており、今後の行財政運営に当たっては、財政健全

化の取り組みを進め、必要な財源の確保に努め、県の役割・責任を十分に果たす行政運営を進めるため、

以下の取り組みを徹底されたい。

(1) 持続可能な財政基盤の確立について

財政構造改革プログラムを着実に実行したとしてもなお、長期にわたって巨額の財源不足が見込まれ

ることから、次世代に向けて持続可能な財政基盤の確立を目指して、歳入・歳出にわたって一層の見直

しに取り組まれたい。

今後においても、地方交付税等の一般財源総額の抑制基調が続くことが予想されると同時に、厳しい

経済情勢の中、県税収入についても予断を許さない状況にある。税収確保に最大限の努力を払うととも

に、地方の担うべき行政を着実に進めるための税財源の確保について国に対し引き続き働きかけられた

い。

さらに、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が平成２１年４月から完全施行され、財政状

況が悪く健全化に関する指標が基準を上回る自治体は、財政健全化計画や財政再生計画を策定し、国に

よる管理の下、厳しい制約の中で行財政を運営していかなければならない。こうした事態に陥らないよ

うに同法が対象とする県出資法人等も含めた県全体としての財政の健全化を図られたい。

(2) 経済性・効率性・有効性に徹した事務事業の実施について

現在の厳しい経済・雇用情勢の中、国の経済危機対策として造成された基金や国庫補助金、交付金を
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積極的に活用し、効果的な経済活性化施策、雇用創出施策を進められたい。

また、事務事業の実施に当たっては、その必要性を再確認し、最少の経費で最大の効果が上げられる

よう、コスト意識を一層働かせ、①事業がより少ない予算で実施できないかなどの「経済性」、②事業

が同じ費用でより大きな成果が得られないかなどの「効率性」、③事業が所期の目的を達成しているか、

効果を上げているかなどの「有効性」を常に念頭に置き、さらなる歳出の削減に取り組まれたい。

複雑化する行政課題や多様化する県民ニーズに的確かつ柔軟に対応するため、県民、ＮＰＯ、企業等

の多様な主体と、県行政が協働して事業を実施する、協働型県政への転換を着実に推進されたい。

厳しい財政状況の中、県民ニーズに沿った施策を効果的に推進していくためには、県庁の有する人的

活力や情報力などを有効に活用し、組織体としての力を最大限に発揮させることが重要であることから、

県庁力の最大化の視点で常に創意工夫して施策を推進されたい。

３ 財務に関する事務の適正な執行について

財務に関する事務について、定期監査等において、次のとおり主な留意・改善を要する事項が認められ

たので、適切な措置を講じられたい。

(1) 歳入関係について

ア 収入未済の解消と新たな発生の防止について

一般会計における収入未済額は、５７億４千５百万円で、そのうち、地方税法で認められた県税に

係る法定徴収猶予分を除いた額は、４９億７千８百万円である。

県税の収入未済額（法定徴収猶予分を除く）は、４４億６千６百万円であり、前年度に比べ額では

３億４千７百万円、率で８．４％の増加となっており、億単位で収入未済額が増加している。

現下の財政状況において、財源の確保は喫緊の課題であり、県税については、公平な税負担の確保

の観点から、引き続き納税意識の高揚に努めるとともに、各県税事務所等と滞納整理特別対策室が一

体となった効率的かつ効果的な滞納整理を進められたい。また、「滋賀地方税滞納整理機構」による

取り組みが進められているが、平成22年９月にスタートした「合同捜索チーム」の取り組みとも合わ

せ、市町との共同体制を十分に活用して、個人県民税などの滞納額縮減に向けて、より一層の成果を

示されたい。

県税（加算金を含む）以外の収入未済は、前年度に比べて２千３百万円（５．５％）減少し、３億

９千５百万円となっているが、それぞれの収入未済の原因や実態等に即して適時、適切な指導を行う

など、収入未済の解消を図るとともに、新たな収入未済を発生させないよう努められたい。

特別会計における収入未済額は、前年度に比べ８百万円（１．２％）減少し、６億６千７百万円と

なっている。収入未済の解消に向け、引き続き、債務者等の資力調査の徹底を図るなど厳格な債権管
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理を行い、一層の収納促進に努めるとともに、新たな収入未済の発生防止に努められたい。

なお、県税以外の収入未済の解消については、平成２２年度から財政課に公有財産・債権回収支援

担当を設け、専任の職員を配置するとともに、債権管理や法的整理の知識・ノウハウを共有し、全庁

挙げて取り組みを進めるため「滋賀県税外未収金対策推進会議」を設置されたところであるが、その

成果が数字で示せるよう強力な取り組みを進められたい。

(2) 歳出関係について

ア 補助金事務、契約事務の適正な執行について

補助金事務において、補助対象とならない経費に対して補助金を支出していたため返還を求めた事

例、工事等契約事務において、設計積算を誤っている事例などの不適正な事例が見受けられたので、

組織としてのチェック機能を充実強化し、法規や要綱等に基づいた適正な執行に努められたい。

イ 入札事務の適正な執行について

電子入札などの入札事務において、落札者の決定の誤りなど不適正な執行事例が相次いで見受けら

れた。入札契約事務の一連の流れの中で、個々の誤りの原因を追求し、二度と間違いを起こさないた

めの事務システムを構築されたい。

ウ 職員手当の適正な認定について

職員の諸手当については、認定誤りや支給要件の確認が不十分な事例が見受けられた。特に、通勤

手当の支給要件である通勤距離が片道２㎞以上という要件を欠いているにもかかわらず、当初の認定

時に判定を誤り、その後も長期にわたって支給を続けていた事例が散見された。新規の認定を正確に

行うことはもとより、定期の確認により再点検を徹底されたい。

(3) 財産の適正な管理について

普通財産である未利用地については、一般競争入札等の方法により処分が行われ、財産収入につなが

ったものもあるが、旧県立短期大学農業部跡地をはじめ、利用計画のない未利用地については適切な計

画のもとに売却するよう取り組みを進められたい。一方、過去に取得し未登記状態となっている公共事

業用地の解消に向けた取り組みを促進されたい。

さらに、庁舎の余剰スペース等未利用行政財産については、貸付けにより有効活用を図る途が

開かれたが、その貸付対象財産の洗い出しに併せて、貸付の料金や期間について現行の枠組みを

柔軟に見直すことにより具体的な成果を出されたい。

また、県の各庁舎や施設、道路や橋梁などの既存施設については、計画的な修繕を実施するなど施設

の長寿命化を図りながら維持管理等の総費用の最小化を図るストックマネジメントの取り組みを推進さ

れたい。
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(4) 公用車の事故防止について

公用車による交通事故については、県側の過失割合が高い事例が依然多く、基本的な安全確認を怠っ

ていた事例が多数を占めている。その中には、ハンドル操作を誤り、防護柵を突き破り、公用車を大破

させ、廃車処分された例もある。

それぞれの事故原因について徹底的な分析を行い、職員相互にその情報を共有化し、事故抑止につな

がる交通安全教育に取り組まれたい。

(5) 会計処理の適正化について

平成２０年１１月の会計検査院による国庫補助事業事務費に係る実地調査およびその後の県独自の内

部調査の結果、事務費の不適切な会計処理や会計外現金の不正または不適切な事例が認められたところ

である。こうした不適正な会計処理等の発生は、県政全般に対する県民の信頼を損ねるものであり、誠

に遺憾である。

今後、再びこのような事態が生じないよう、再発防止策に全庁挙げて取り組まれたい。

(6) 省エネ・省資源の取り組みについて

県は、学校や病院なども含め大きな事業者として低炭素社会に向けた貢献が求められるところ

である。すでに県の各部署においては、「環境にやさしい県庁率先行動計画（グリーン・オフィ

ス滋賀）」により、電気、ガス、灯油、上水道などの省エネへの取り組みや、紙の使用削減やゴ

ミの減量化などの省資源への取り組みが進められてきたところである。しかしながら、これまで

の実績値を見ると、灯油等のエネルギーは年々減少しているものの、必ずしも満足な結果が得ら

れず、したがって経費節減も十分に図れていない取組項目もある。

すでに県として、低炭素社会の実現に向け２０３０年（平成４２年）までに滋賀県の温室効果

ガスの排出量を１９９０年（平成２年）比で半減するという大きな目標が掲げられたところであ

り、今後この目標に向けて行動計画による取り組みを加速させていく必要がある。通勤や出張時

の公共交通機関利用、職場の節電や節水、資料のペーパーレス化の推進などの取組項目には各部

署ごとの目標数値を必ず明らかにし、省エネ、省資源と同時に経費節減にも努めるとともに、取

組成果に対する一定の結果責任を含めた手法を検討し、実行されたい。
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第５ 決算の概要

１ 総 括

（１）歳入歳出決算の状況

歳入歳出決算の状況は次の［表１］のとおりで、一般会計および特別会計の合計の歳入歳出決

算は、予算現額７，４６５億５千８百万円に対して歳入決算額は７，２１２億４千万円で、前年

度に比べ１３７億４千３百万円（１．９％）の増加、歳出決算額は７，１２１億９千６百万円で、

前年度に比べ１１６億３百万円（１．７％）の増加となっている。また、歳入歳出差引額は

９０億４千４百万円で、前年度に比べ２１億３千９百万円（３１．０％）の増加となっている。

［表１］ 歳 入 歳 出 決 算 の 状 況

一般・特別会計合計決算額の推移

（単位：円、％）

平成20年度

一 般 会 計 特 別 会 計 合 計
一 般 会 計 及 び
特別会計の合計

増 減 額 比率

560,517,446,254 186,040,813,000 746,558,259,254 732,361,476,663 14,196,782,591 1.9

536,313,261,224 184,927,209,693 721,240,470,917 707,497,014,754 13,743,456,163 1.9

532,336,939,852 179,859,441,673 712,196,381,525 700,592,625,908 11,603,755,617 1.7

3,976,321,372 5,067,768,020 9,044,089,392 6,904,388,846 2,139,700,546 31.0

歳入決算額の増減額 △24,204,185,030 △1,113,603,307 △25,317,788,337 △24,864,461,909

歳出決算額の増減額 △28,180,506,402 △6,181,371,327 △34,361,877,729 △31,768,850,755

歳入決算額の比率 95.7 99.4 96.6 96.6

歳出決算額の比率 95.0 96.7 95.4 95.7

区 分

平 成 21 年 度 前 年 度 対 比

予算
現額
に対
する

予 算 現 額

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 額
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（単位:円、％）

平 成 21 年 度 平 成 20 年 度
（Ａ） （Ｂ）

5,233,581,563 5,064,937,436 168,644,127 3.3
(4,466,580,045) (4,119,225,334) (347,354,711) (8.4)

61,463,290 57,799,825 3,663,465 6.3
91,562,891 91,088,049 474,842 0.5

319,004 62,032,000 △61,712,996 △99.5
358,310,189 327,580,227 30,729,962 9.4

加 算 金 （ 県 税 ） 116,337,078 120,142,987 △3,805,909 △3.2
そ の 他 241,973,111 207,437,240 34,535,871 16.6

5,745,236,937 5,603,437,537 141,799,400 2.5
(4,978,235,419) (4,657,725,435) (320,509,984) (6.9)

36,497,738 42,777,498 △6,279,760 △14.7
568,923,694 569,703,694 △780,000 △0.1
28,248,186 31,270,786 △3,022,600 △9.7
4,624,000 4,314,000 310,000 7.2

28,695,951 26,468,951 2,227,000 8.4
20,858 0 20,858 皆増

0 668,630 △668,630 皆減
667,010,427 675,203,559 △8,193,132 △1.2

6,412,247,364 6,278,641,096 133,606,268 2.1
(5,645,245,846) (5,332,928,994) (312,316,852) (5.9)

区 分
増 減

(Ｃ=Ａ-Ｂ)
比 率
(Ｃ/Ｂ)

一般

会計

県 税

使 用 料 及 び 手 数 料
財 産 収 入
諸 収 入

農 業 改 良 資 金
林業・木材産業改善資金
沿 岸 漁 業 改 善 資 金

計

用 品 調 達
公 営 競 技 事 業

（ 除 徴 収 猶 予 額 ）

（除 徴収猶予額）
分 担 金 及 び 負 担 金

計
（除 徴収猶予額）

合 計

特別

会計

母子および寡婦福祉資金
中 小 企 業 支 援 資 金

（２）実質収支・単年度収支の状況

実質収支・単年度収支の状況は次頁［表２］のとおりで、一般会計および特別会計の合計の実

質収支額は、歳入歳出差引額９０億４千４百万円から翌年度へ繰り越すべき財源３５億円を差し

引いて５５億４千３百万円となっている。

また、前年度の実質収支額４４億７千４百万円を差し引いた単年度収支額は１０億６千９百万

円のプラスとなっている。

［表２］ 実質収支・単年度収支の状況

（３）収入未済額・不納欠損額・翌年度繰越額の状況

ア 収入未済額の状況

収入未済額の状況は次の［表３］のとおりで、一般会計および特別会計の合計の収入未済額

は６４億１千２百万円で、前年度に比べ１億３千３百万円（２．１％）の増加となっている。

一般会計の収入未済額は５７億４千５百万円で、前年度に比べ１億４千１百万円(２．５％)

の増加となっている。これは主に、県税における個人県民税において収入未済額が増加したこ

とによるものである。

［表３］ 収 入 未 済 額 の 状 況

（単位：円、％）

平成20年度

一 般 会 計 特 別 会 計 合 計
一 般 会 計 及 び
特別会計の合計

増 減 額 比率

3,976,321,372 5,067,768,020 9,044,089,392 6,904,388,846 2,139,700,546 31.0

繰越明許費繰越額 2,939,028,183 544,808,300 3,483,836,483 2,430,221,090 1,053,615,393 43.4

事故繰越し繰越額 16,800,000 0 16,800,000 0 16,800,000 皆増

計 2,955,828,183 544,808,300 3,500,636,483 2,430,221,090 1,070,415,393 44.0

1,020,493,189 4,522,959,720 5,543,452,909 4,474,167,756 1,069,285,153 23.9

130,297,698 938,987,455 1,069,285,153 △172,043,871 1,241,329,024 －単 年 度 収 支 額

区 分

平 成 21 年 度 前 年 度 対 比

歳 入 歳 出 差 引 額

翌年度へ
繰り越す
べき財源

実 質 収 支 額
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イ 不納欠損額の状況

不納欠損額の状況は次の［表４］のとおりで、一般会計および特別会計の合計の不納欠損額

は３億１千６百万円で、前年度に比べ１億５千２百万円（３２．５％）の減少となっている。

［表４］ 不 納 欠 損 額 の 状 況

ウ 翌年度繰越額の状況

翌年度繰越額の状況は次頁の［表５］のとおりで、一般会計および特別会計の合計の繰越額

は１１９事業２７３億８千３百万円で、前年度に比べ３１事業５８億２千６百万円

（２７．０％）増加となっている。

［表５］ 翌 年 度 繰 越 額 の 状 況

（単位：円、％）

平成 21年度 平成 20年度
（Ａ） （Ｂ）

305,642,466 347,559,198 △ 41,916,732 △ 12.1

4,037,975 0 4,037,975 皆増

0 2,153,023 △ 2,153,023 皆減

7,251,130 20,823,159 △ 13,572,029 △ 65.2

316,931,571 370,535,380 △ 53,603,809 △ 14.5

0 99,149,407 △ 99,149,407 皆減

0 99,149,407 △ 99,149,407 皆減

316,931,571 469,684,787 △ 152,753,216 △ 32.5

諸 収 入

区 分
増 減
(Ｃ =Ａ -Ｂ )

特別
会計

一般

会計

比 率
(Ｃ /Ｂ )

県 税

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

計

中 小 企 業 支 援 資 金

計

合 計

（ 単 位 :円 、 ％ ）

平 成 2 1年 度 平 成 2 0年 度
（ Ａ ） （ Ｂ ）

事 業 数 11 6事 業 8 6事 業 3 0事 業 －

金 額 2 4 , 6 8 5 , 6 4 9 , 6 5 8 1 5 , 7 3 5 , 7 9 0 , 2 5 4 8 , 9 4 9 , 8 5 9 , 4 0 4 5 6 . 9

事 業 数 1事 業 0事 業 1事 業 －

金 額 3 3 , 6 0 0 , 0 0 0 0 3 3 , 6 0 0 , 0 0 0 皆 増

事 業 数 11 7事 業 8 6事 業 3 1事 業 －

金 額 2 4 , 7 1 9 , 2 4 9 , 6 5 8 1 5 , 7 3 5 , 7 9 0 , 2 5 4 8 , 9 8 3 , 4 5 9 , 4 0 4 5 7 . 1

事 業 数 2事 業 2事 業 0事 業 －

金 額 2 , 6 6 4 , 7 0 8 , 3 0 0 5 , 8 2 1 , 1 7 0 , 0 0 0 △ 3 , 1 5 6 , 4 6 1 , 7 0 0 △ 5 4 . 2

事 業 数 0事 業 0事 業 0事 業 －

金 額 0 0 0 －

事 業 数 2事 業 2事 業 0事 業 －

金 額 2 , 6 6 4 , 7 0 8 , 3 0 0 5 , 8 2 1 , 1 7 0 , 0 0 0 △ 3 , 1 5 6 , 4 6 1 , 7 0 0 △ 5 4 . 2

事 業 数 1 1 9事 業 8 8事 業 3 1事 業 －

金 額 2 7 , 3 8 3 , 9 5 7 , 9 5 8 2 1 , 5 5 6 , 9 6 0 , 2 5 4 5 , 8 2 6 , 9 9 7 , 7 0 4 2 7 . 0

3 . 7 2 . 9 0 . 8 －

比 率
（ Ｃ /Ｂ ）

一 般

会 計

繰 越
明 許
費

事 故
繰 越
し

計

区 分
増 減
（ Ｃ =Ａ -Ｂ ）

合 計

予 算 現 額 に 占 め る 割 合

特 別

会 計

繰 越
明 許
費

事 故
繰 越
し

計



- 9 -

0.6170.608

0.560

0.505

0.449

0.4420.445
0.454

0.441

0.465

0.504
0.5270.5230.5220.5320.5390.5440.5470.544

0.532
0.546

0.521

0.497

0.464

0.428
0.4110.4080.4060.405

0.429

0.461

0.483

0.4810.4790.4860.4940.502

0.507

0.5080.5050.496

0.350

0.400

0.450

0.500

0.550

0.600

0.650

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21
（年度）

財 政 力 指 数 （ 滋 賀 ）

財 政 力 指 数 （ 全 国 ）

（４）資金収支の状況

年度当初における義務的経費、貸付金等の支払等に伴う資金不足に対し、一時借入や基金の繰

替運用、起債の前倒しで対処された。また、税収全体としては米国金融危機に端を発した世界的

な景気後退の影響による税収の落ち込みが顕著となり、前年度に比べ４５４億円、率にして２４．

９％と大幅な減収となった。

その結果、資金の不足した日数は前年度に比べ４８日の増加となっているが、金額では、前年

度に比べ２８億７百万円の減少となっている。また、借入金利が年度平均では下降となった影響

もあり、支払利息は前年度に比べ２千５百万円の減少となっている。

一方、資金を運用した日数は前年度に比べ５７日の減少となっている。また、一日平均運用額

は前年度に比べ１７０億９千７百万円の減少となっている。運用においても年度平均の預入金利

は下降したため、運用日数の減少により受取利息は７百万円となっている。

資金収支の状況は次の［表６］のとおりである。

［表６］ 資 金 収 支 の 状 況

（５）財政指標の状況

県の財政力および財政構造の弾力性・健全性を判断する普通会計の主な財政指標の状況は、次

のとおりである。

ア 財政力指数

地方公共団体の財政力の強弱を示す指標で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た

数値の３年間の平均値であり、「１」に近くあるいは「１」を超えるほど財源に余裕があるこ

とを示している。

本年度の指数は、０．６１７となっており、前年度の０．６０８から若干上昇している。

（注）全国平均は東京都を含む単純平均である。

（ 単 位 ： 千 円 、 ％ ）

平 成 21年 度 平 成 20年 度
（ Ａ ） （ Ｂ ）

資 金 不 足 日 数 29 0日 2 4 2日 4 8日 1 9 . 8

一 日 平 均 不 足 額 23 , 8 6 1 , 7 2 4 2 6 , 6 6 9 , 0 0 8 △ 2 , 8 0 7 , 2 8 4 △ 1 0 . 5

支 払 利 息 1 1 2 , 4 1 1 1 3 7 , 5 1 6 △ 2 5 , 1 0 5 △ 1 8 . 3

資 金 運 用 日 数 93日 1 5 0日 △ 57日 △ 3 8 . 0

一 日 平 均 運 用 額 9, 6 4 5 , 0 8 4 2 6 , 7 4 2 , 8 8 5 △ 1 7 , 0 9 7 , 8 0 1 △ 6 3 . 9

受 取 利 息 7 , 9 8 6 8 7 , 8 1 2 △ 7 9 , 8 2 6 △ 9 0 . 9

比 率
(Ｃ /Ｂ )

調 達

運 用

区 分
増 減

(Ｃ =Ａ -Ｂ )
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イ 経常収支比率

財政構造の弾力性を判断する指標の一つとして用いられるもので、経常的な経費に充当され

た一般財源の経常的に収入される一般財源総額に占める割合をいう。

地方税や地方交付税を中心とする経常一般財源収入が、人件費、扶助費、公債費の義務的経

費等経常経費にどの程度充当されているかを見るものであり、この数値が高いほど財政構造が

硬直化していることを示している。

本年度は、９６．４％で前年度に比べ０．７ポイント悪化している。

経常収支比率の推移

（注）全国平均は、東京都を含む加重平均である。

ウ 公債費負担比率

財政運営の健全性を示す指標の一つとして用いられるもので、公債費に充当された一般財源

の一般財源総額に対する割合をいい、この数値が高いほど財政運営が硬直化していることを示

している。

本年度は、２０．８％で前年度に比べ０．４ポイント改善している。

公債費負担比率の推移

（注）全国平均は、東京都を含む加重平均である。

20.8
21.2

20.2
19.4

19.820.2

19.3

18.0
17.4

16.2
15.6

13.5

12.1
11.5

10.9
10.3

8.98.6
8.0

9.1

20.1

21.8

18.6
19.419.3

19.9

19.8

19.8

18.4
17.6

16.9

15.6
14.6

13.2
12.3

11.7
11.2

10.3
10.0

10.0
10.6

5.0

7.0

9.0

11.0

13.0

15.0

17.0

19.0

21.0

23.0

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21（年度）

（％）

公債費負担比率（滋賀）

公債費負担比率（全国）

96.4
95.795.5

91.8
89.1

88.1

83.6

93.2

86.1
83.3

86.0

90.5

85.3

80.181.1
82.4

78.4

71.3

65.3

62.6

64.1

95.394.7

92.692.692.590.8

93.5
90.589.3

91.7
94.2

91.7

86.7
88.187.4

83.0

77.4

71.6
70.7

70.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21（年度）

（％）

経常収支比率（滋賀）

経常収支比率（全国）



- 11 -

滋賀県土地開発基金運用状況審査意見書(概要版）

第１ 審査の方法

審査に当たっては、審査に付された平成２１年度滋賀県土地開発基金運用状況調書に基づき、基金

が設置の目的に沿って確実かつ効率的に運用されているか、計数は正確であるかなどに主眼を置き、

慎重に審査した。

第２ 審査の結果および意見

土地開発基金の運用状況について審査した結果、基金は適正に運用され、計数は正確であると認め

られた。

なお、利用計画が不明確なまま保有されている一部の土地については、有効活用について引き続き

検討されたい。

第３ 運用の状況

基金の運用状況は、次のとおりである。

基 金 運 用 状 況 （単位：円）

平成20年度末 平成21年度中 平成21年度中 平成21年度末
区 分 現 在 高 取 得 高 処 分 高 現 在 高

面 積 504,176.13㎡ 6,589.16㎡ 28,866.61㎡ 481,898.68㎡
土 地

金 額 8,223,434,134 462,346,573 2,160,376,203 6,525,404,504

有 価 証 券 0 3,297,246,000 0 3,297,246,000

現 金 7,299,200,889 2,200,298,448 8,759,592,573 739,906,764

計 15,522,635,023 5,959,891,021 10,919,968,776 10,562,557,268


